




























新 ・佐川町立高北国民健康保険病院改革プラン

平成 30年 3月

佐川町立高北国民健康保険病院



1.病 院事業の概要 (平成 30年 3月 1日現在)

(1)病 院

① 病 床数 98床

ア ー 般病床 56床 (うち16床 は地域包括ケア病床)

イ 療 養病床 42床

② 標 榜診療科

内科、整形外科、産婦人科、小児科、循環器内科、糖尿病内科、消化器内科、

呼吸器内科、脳神経外科、外科、放射線科、リハビリテーション科

③ そ の他の機能

ア 救 急告示病院

イ 人 間 ドック、特定健診、特定保健指導

ウ 訪 問診療、訪問看護、訪問リハビリ

(2)附 帯施設等

① 附 属診療所 (2箇 所)

② 居 宅介護支援事業所 (1箇 所)

③ 介 護老人保健施設 (1箇 所)

④ デ イサービスセンター (1箇 所)

⑤ デ イケアセンター (1箇 所)

2.公 立病院改革プラン後の動き

(1)ハ ー ド面

① 病 院耐震化事業増改修工事 (平成 23年 1月～平成 25年 11月 )

旧病棟及び旧医師住宅を撤去し、その跡地に新耐震基準を満たす新病棟を増築し

た。撤去しなかつた一部の旧病棟は改修した。

併せて結核患者の発症状況等に鑑み結核病床 10床 を廃止し、病床数を98床 とし

た (平成 25年 4月 1日 )。

② 電 子カルテの導入

病院耐震化増改修事業に併せて、医療従事者の業務効率化、延いては患者の待ち

時間軽減のため電子カルテを導入した。

③ 病 床改編施設整備事業 (平成 29年 11月 ～平成 30年 2月 )

入院治療後、病状が安定した患者に対して、リハビリや退院支援等の効率的かつ

密度の高い医療を提供するため、地域包括ケア病床を6床 増床し、16床 とした。

併せて、医療療養病床を6床 廃止した。

(2)ソ フト面

① 医 師事務作業補助者の採用

医師の負担を軽減するため、複数の医師事務作業補助者を採用し、併せて医師事

務作業補助体制加算を算定した。

② 介 護職員の処遇改善

介護事業に従事する介護職員の処遇改善の一環として、介護職員処遇改善加算を

算定した。これにより離職率が下がつた。



3。新改革プランの内容

新改革プランは、地域医療構想 (平成 28年 12月 9日公開)を 踏まえつつ、平成 30年

度診療報酬 ・介護報酬改定 (資料 1参照)を 見据えて策定するものとする。

(1)地 域医療構想を踏まえた役割の明確化

中央医療圏を筆頭に高知県は 「病院と病床数が多すぎる。」と言われている。総務省調
べでは、佐)|1町の 5年 刻みの高齢化率(%)の推移は、2015年 は 37,7、2020年 は 40.6、

2025年 は42.3、 2030在干は43.2、 2035年 は43.6、 2040年 は44。8と なつている。 高齢化

率が高くなり人口が減少すると、医療需要は減少する。 日本医師会調べでは、高吾北地

域三町の医療需要はそれぞれ 2015年実績を 100と した場合、2020年から順に佐)|1町は

99、 97、 93、 88、 越知町は 97、 91、 84、 77、 71、 仁,定)|1田Tは 94、 83、 72、 63、 54と

なる。同様に高知県平均は 101、99、96、91、87と なつており、高吾北地域の三町は県

平均よりも医療需要が減少傾向にある。一方全国平均は 105、106、106、104、103、と

医療需要は 2030年 度までは増加傾向にあり、以後減少傾向に転じている。(資料 2, 3

参照)

この日本医師会調べの医療需要予測を参考に佐)|1町病院事業が今後行 うべきこととし

て次のようなことが挙げられる。

① 医 療需要の年齢構成比は、高齢化率 37.7%の 2015年 佐)|1町人日の場合、「0歳 か

ら64歳 」対 「65歳 から74歳」 対 「75歳以上」は、1.0対 3.0対 6.0である。

高齢化率 44.8%の2040年佐川町人日の場合 0.7対2.3対 7.0となつている。

② 経 営再建に取り組むためには、経営不振の要因を的確に掴むとともに需要や政策

を知り、改編すべき部門及び撤退すべき部門並びに残すべき部門を峻別する。

③ 経 営再建に取り組むうえで重視すべき経営指標は、病院事業が労働集約型産業で

、 あるため、職員一人当たりの純損益、経常収支及び医業収支並びに附帯事業収支で

ある。

④ 経 営再建に取り組むうえで大切なことは、病院と職員の目標 ・ミッションを一致

させることである。一致させるのは容易なことではないが、病院をベースに折り合

いをつけなければならない。

⑤ 折 り合いをつけて職員が納得して働けば、最大の経営成果が生まれる。折り合い

をつけるための前提条件は、次の3点である。

ア  「公共性と経済性を共に発揮する」という運営方針の意味を職員が正しく理解

していること。

イ 経 営の目標と成果を職員に公開していること。

ウ 経 営成果を職員に正しく分配する計画があること。

⑥ 経 営成果を正しく分配するための前提条件は、次の5点 である。

ア 管 理者は経営成果を上げるための展望を職員に示すこと。

イ 長 期的展望に立つ投資を行う場合、管理者はその内容を職員へ説明すること。

ウ 初 期に赤字が見込まれる事業を実施する場合、管理者は内容を職員へ説明し、

理解を得ること。

す工 職 員は経営成果と処遇が一致することを理解すること。

オ 職 員は全体最適を考慮しない言動は、厳禁であることを理解すること。

⑦ 医 療需要が減少する時代であつても、以上の 「チーム経営」というべきことを実

践し、医療 ・介護需要に叶う病院事業機能を持つた法人が、生き残り飛躍していく



と考える。

③ チ ーム経営を実施するには、先行 して人事考課実施マニュアルを見直すことが必

要である。また、今後の病院事業運営で留意すべきは、病棟 ・施設の利用率と医療

療養病棟の医療区分 1の割合である。これらの数値及び医療 ・介護需要並びに診療 ・

介護報酬改定内容を見極めながら、臆せずタイムリーに病院事業の機能改革(病棟 ・

施設の改編、転換等)に取り組む。

③ 病 院事業の機能改革後は高吾北 3町 、日高村及びいの町で医療需要が激減する。

当改革 10年後には、近隣公立病院との経営統合もしくは市内の医療機関のサテライ

ト化なども検討が必要になる可能性がある。

(2)再 編 ・ネットワーク化

公立病院改革プランにおいては、高知県保健医療計画に基づき、高吾北地域におけ

る当院の役割及び二次医療圏における役割等を検討 していくため、再編 ・ネットワー

ク化については実施を予定していなかった。

しかし、今後は(1)③記載のとお り、近隣公立病院との経営統合もしくは市内の医

療機関のサテライ ト化なども検討が必要になる可能性がある。

(3)経 営の効率化 (資料 4・ 収支計画参照)

① 経 常収支比率及び医業収支比率

定年延長、任期付き職員の採用、高知県 ・大学との連携などにより、平成 21年 度

以降常勤医師数 7～9名 を保つてお り、入院・外来延患者数は微増微減を続けている。

これらのことから、指標も微増微減を繰 り返 している。

経常収支比率については、計画の各年とも黒字となることを目標 とする。

② 職 員給与費比率

公営企業法の全適により、給与体系を見直した結果、職員給与費比率が一定抑え

られていたが、平成 29年 度に医師、薬剤師が採用できたことなどにより比率が 74%

台になった。

プラン最終年度の平成 33年 度には 72%台 まで下げることを目標 とする。

(4)経 営形態の見直し

旧改革プランに基づき、平成 22年 度から地方公営企業法の全部適用とした。その

結果、独 自の給料表の制定、人事考課、意思決定の迅速化等により経営的にも効果

がみられ、耐震化事業による多額の除却損があつた平成 25年 度を除き純損益の黒字

が続いている。

現時点では、当面経営形態の見直しの予定はない。



資料 1

2018年 度診療報酬 ・介護報酬改定の内容予想

1.診 療報酬改定の基本的視点

(1)地 域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化 ・強化 ・連携の推進

(2)新 しいニーズにも対応できる安心 ・安全で納得できる効率的で質の高い医療の実現

(3)医 療従事者の負担軽減、働き方改革の推進

(4)効 率化 ・適正化を通じた制度の安定性 ・持続可能性の向上

2.中 長期の医療需要を見据えた診療報酬改定
…Ⅲ2025年 から高齢者の医療ニーズが増大、2040年 からは全年齢層で医療需要が縮小…

(1)入 院医療では、一般病棟は看護配置を主軸とした入院基本料から入院患者の重症度

や医療の必要度を反映した報酬設定への移行が論点。

(2)外 来では、かかりつけ医機能の充実に向けた見直しの実施。

(3)ICTを 使った遠隔診療が評価。

(つ 同 時改定のため、医療と介護の連携を評価。退院時だけでなく、入院前からの状態

把握を加えた入退院支援のほか、維持期リハビリの介護保険への移行を促す内容。

(5)地 域包括ケア病床では、ポス トアキューよリサブアキュー トをより評価。また、重

症度が高い患者の受け入れをより評価。

(6)医 療療養病棟は、医療区分 2・3の患者割合によって入院基本料 1の点数を段階的に

設定。入院基本料 2の廃止は6年 間の経過措置、点数は大幅に減額し20対 1適用。

3.介 護報酬改定率は、プラスマイナスゼロの攻防

(1)通 所介護は、リハビリ職の配置を評価。延長加算の拡充など長時間サービスを提供

する事業所を評価。

(2)通 所リハビリテーションは、リハビリ職の配置体制を評価。入院患者へのリハビリ

職の訪問を評価。リハビリマネジメント加算 1に ついて、ICTを 活用した医師の関与

を認めるなど規制の緩和。維持期リハビジからの移行を円滑に行うためリハビリ計画

書の書式を統一。

(3)通 所系サービス共通では、栄養改善力日算の算定要件を見直す(管理栄養士の配置基準

を緩和し、外部人材との連携を可とする。)。

(4)介 護老人保健施設では、在宅強化型と加算型を評価する動きが続く。従来型、強化

型、加算型では加算型が経営的に厳しい。従来型は長期入所、強化型と加算型は在宅

復帰促進で空床になりやすい。加算型は、基本報酬が従来型と同じで、稼働率低下が

収益に影響する。そのため、基本報酬に 「在宅復帰支援型」という類型を設け、そこ

に現行の加算型と強化型を位置付け評価の引き上げを実施。

(5)居 宅介護支援事業所では、主任ケアマネを管理者要件とする。経過措置は3年間。

4.診 療報酬改定の基本的視点と具体的方向性

(1)i地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化 ・強化 ・連携の推進

①地域包括ケアシステム構築のための取 り組みの強化(入退院支援、医療機関 ・

薬局 ・介護などの連携、多職種連携、医療と介護の役割分担など)

② かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師 ・薬局の機能の評価



③ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価
④ 外来医療の機能分化、重症化予防の取り組みの推進

⑤ 質の高い在宅医療 ・訪問看護の確保
⑥ 国民の希望に応じた看取りの推進

(2)新 しいニーズにも対応できる安心・安全で納得できる効率的で質の高い医療の

実現

① 認知症患者への適切な医療の評価。小児、周産期、救急の充実
② 日腔疾患の重症化予防、日腔機能低下への対応
③ イノベーションなどの適切な評価
④ ICTな どの新たな技術の活用、データの収集、利活用の推進
⑤ アウトカムに着目した評価の推進

(3)医 療従事者の負担軽減、働き方改革の推進

① チーム医療の推進、勤務環境の改善
② 業務の効率化、合理化

③ ICT等 の有効活用

④ 地域包括システム構築のための多職種連携の強化
⑤ 外来医療の機能分化

(つ 効 率化・適正化を通じた制度の安定性 ・持続可能性の向上

① 薬価制度の抜本改革の推進

② 後発医薬品の使用促進

③ 医薬品の適正使用の推進

④ 薬局の機能に応じた評価の推進

⑤ 医 薬品、医療機器、検査などについて市場実勢価格を踏まえた適正な評価



資料2

医療 ・介護需要予測指数及び高齢化率 ・人 口の推移

1.医 療 ・介護需要予測指数(2015年実績=100)

日本医師会 mAP地 域医療情報システム調べより(抜粋)

(1)医 療需要予測指数(2015年実績=100

20154千 2020台「 20254千 2030年

佐 )|1町   100     99     97     93

越 知町    100     97     91     84

仁淀ブ|1町  100     94     83     72

日言朝本寸   100     98     95     89

いの町    100    100     98     93

高知市    100    1o4    105    133

中央圏   100   102   102   99

高知県    100    101     99     96

全  国    100    105    106    106

(2)介 護需要予測指数Q015年 実績=100)

20154子 2020有F 20254子  2030年

佐 )||口T   100    103    109     111

越 獅    loo    101    102     97

仁淀り|1町  100     98     90     82

日高tSf    100    103    111     1lo

いの町   100    107    116     117

向知市  100  110  129   104

中央圏  100  109  120   122

高知県    100    107    116     117

全  国    100    114    129     134

佐)il町  37,7      40。 6      42。 3

越知町   45.4      48.8      50.9

仁淀)|1町 53.9      56.7      57.6

日百寺升寸  39。3      41.3      42。 7

いの町   35.7      39.6      42.7

高知市   27。7      30。 5      32.0

高知県   32.8  ,  35,5      36.9

全  国   26。6      29.1      30。 3

2035年

88

77

63

83

87

131

95

91

104

2040年

83

71

54

78

80

130

92

87

103

2035年

107

91

71

103

114

101

119

113

132

2040年

101

84

61

93

106

99

115

107

132

2.高 齢化率推移(%)総 務省人口問題研究所調べより(抜神
2015台F   2020J辛1   2025J辛1   2030J辛1   2035年

43.2

52.1

57.3

43。1

44.7

33.6

37.9

31.6

43.6

52.7

57.3

43。1

45。7

35。2

38.7

33.4

2040年

44.8

54.6

57.5

44。2

47。2

38。2

40.9

86.1



3.人 口推移(人)

2015年

佐)| 1町 1 3 , 1 1 4

越知町    5,795

仁淀川町 5,551

日高村    5,030

いの町   22,767

高知市  337,190

高知県  7 2 . 8万 人

全  国  12 , 7 0 9万 人

総務省人口問題研究所調べより(抜粋)

2020年      2025年      2030年

12,532     11,768       11,025

5,331      4,826 4,361

3,763

4,096

18,059

298,926

21,486     19,755

324,804    312,525

5,000

4,773

2035年

10,293

3,932

3,258

3,763

16,389

284,140

57.6万 人

11,522万 人

2040年

9,560

3,532

2,819

3,436

14,737

268,602

53.7万 人

11,092万 人

4,347

4,433

69.3万 人    65.5万 人      61.6万 人

12,532万 人  12,254万 人   11,913万 人



資料3

医療需要予測指数
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資料4
病院事業収支計画

一六

一
平成29年度(見込 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

一日平均
患 者 数

入 院 90.0人 92.OA 920人 920人 92.0人

外 来 209.0人 221.0人 222.0り( 223.0ノ` 224.0人

一日平均
利用者数

介護老人保健施設事業 13.0人 13.0人 13.0人 13.0人 13,0人

デ イ ケ ア 事 業 18.5人 20.0ノ( 20,0ノ( 20,0ノ` 20,0人

デイサービス事業 19.9ノ代 21.5ノヽ 21.5人 21.5人 21.5人

事 業 収 益 lt 1,741,00〔 1,795,400 1,797.60C 1・796,10C 1・766,000

医 業 収 益 1,269,700 1,359,70C 1,364,20C 1,364,80C 1,365,100

入 院 ・ 外 来 収 益 1,180,100 1,269,50C 1,274,00C 1,273,70C 1,274,000
一 般 会 計 繰 入 金 42,700 42,70C 42,70C 42,70〔 42,700

Lそ の 他 医 業 収 益 46,900 47,50C 47,50C 48,40C 48,400

医 業 外 収 益 301,570 256,95C 253,90C 251,70〔 222,200
一 般 会 計 繰 入 金 150,699 149,957 144コ20C 117,40C 114,100

繰 延 収 一戻 入 143,656 99,305 102,00C 126,60( 100,400
Lそ の 他 医 業 外 収 益 7,215 7.688 7,70C 7,70( 7,700

介 護 老 人 保 健 施 設 収 益 59,500 60,20C 60,30〔 60,20〔 60,200

ア イ ケ ア 収 益 58,210 62,60C 63,00C 63,10C 63,100

デ イ サ ー ビ ス 収 益 47,390 50,95C 51,40C 51,50C 51,500

居 宅 介 護 支 援 事 業 収 益 4,550 4,80C 4,80〔 4,80〔 4,800

特 和J 益

事 業 費 用 計 1・726,700 1・825,80C 1,765.30C 1,774,10〔 1,765,800

医 業 費 用 1,514,770 1,595,03C 1,540,500 1,550,000 1,542,600

給 与 費 944.853 998.96電 982,200 982.200 982.20C

材 料 費 185,60C 202,30C 197,700 198,000 198,00C

経 費 ・ 研 究 研 修 費 187,144 193,987 189コ300 192,600 192,60C
L減 価 償 却 ・資 産 減 耗 費 197,173 199,77[ 171,300 177,200 169,80C

医 業 外 費 用 53,10C 50,50C 48,000 47,900 47,70C

介 護 老 人 保 健 施 設 費 用 64,14C 68,70C 67,600 67,000 66,70C

ア イ ケ ア 費 用 47,24C 59,70〔 59,1011 59,100 59,00C

デ イ サ ー ビ ス 費 用 40,31C 46,65( 46,100 46,200 46,00C

居 宅 介 護 支 援 事 業 費 用 6,84C 4,02C 4,000 3,900 3,80C

特 損 失 1,20〔

医 業 収 支 △ 245,07C △ 235,33〔 △ 176,300 △ 185,20C △ 177.50C

医 業 外 収 支 248,470 206,450 205,9011 203,80C 174,50C

腐 院 本 体 収 支 3,400 △ 28,880 29,600 18.60C △ 3.00C

介 護 老 人 保 健 施 設 収 支 △ 4,640 △ 8,500 △ 7,300 △ 6,80C △ 6,50C

ア イ ケ ア 収 支 10,970 2.900 3.90C 4,00C 4,10C

デ イ サ ー ビ ス 収 支 7,080 4,300 5,30C 5,30C 5,50(

唇 宅 介 護 支 援 事 業 収 支 △ 2.29tl 780 1,00C

附 帯 事 業 収 支 11,120 △ 52C 2,70C 3,40C 4,10C

経 常 収 技 14,520 △ 29,40C 32,30C 22,00〔 1,100

純 損 お 141300 △ 30,40C 32,30C 22,000 1.100

傑 越 利 益 剰 余 金 312,403 282,003 314,30紀 336,303 337,403

当 年 度 内 部 留 保 資 金 275,01C 278,501 250,10〔 256,400 251,700

うち 流動(貸方)引当金 △ 57,162 △ 57,88〔 △ 57,75C △ 57,750 △ 57,750

当 年 度 繰 延 収 益 戻 入 △ 143,65C △ 99,30t △ 102,00( △ 126,600 △ 100,400

資 本 的 取 入 138,627 115,16電 337.50C 134.300 137.8側

企 業 億 27,40C 44,000 260,0011 30,000 30,00C
一 般 会 計 繰 入 金 100.83t 69,525 77,500 104,300 107,60C

そ の 他 の 資 本 的 収 入 10,397 1.64tl

資 本 的 支 出 248.221 172・872 406.600 228,100 233・70C
一 般 の 建 設 改 良 寮 68,46C 51,862 270,000 38,50C 38,50C

リ ー ス 資 産 購 入 費 2,644 2,60C 2,60C 2,60C

企 業 債 償 還 金 179,764 117,16C 132,80C 185,80C 191,400

投 資 そ の 他 の 資 本 的 支 出 1,20C 1,20C 1,20t 1,200

資 本 的 収 支 差 引 △ 109,597 △ 57,707 △ 69,10C △ 93.80C △ 96,100

当 年 度 資 金 増 減 額 △ 21,099 33,208 46,55C △ 6,75( △ 8,450

当 年 度 未 資 金 残 高 656.931 690,137 736168, 729,93, 721,487

次 年 度 企 業 債 償 還 金 △ 117,16C △ 132,811 △ 185,80C △ 191,40て △ 196,800

次 年 度 リー ス 債 務 償 還 金 △ 2,644 △ 2,644 △ 2,600 △ 2,60C △ 2,600

賞 借 対 照 表 資 金 残 高
|(流 動資産 一流動負債) 537.124 554168″ 548,287 5351937 522,087

一 般 会 計 繰 入 金 合 計 294,229 262,18Z 264,400 264,400 264,40G

うち 経 常 収 益 繰 入 金 193,39C 192,657 186,900 160,100 156980C

経 常 収 支 比 率 100.2 101.9 1012

医 業 収 支 比 率

職 員 給 与 費 比 率 73.5 72.C


